
　　　　年　　月　　日
　

　（宛先）秋田市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〒　　　－　　　　）
住　　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名：
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　


事業計画書


　秋田市中小企業賃上げ基盤強化支援事業費補助金（設備導入事業・デジタル推進事業）（該当の項目に○）の交付を受けたいので、下記のとおり事業計画を提出します。
　また、本計画書に記載の事項や４の誓約が虚偽であり、又はこれに反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てないことを誓約します。


記


１　補助金交付希望額　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助事業期間　　　　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

３　事業内容　　　　　別紙のとおり

４　誓約　
(1) 当社（私）は現在、国、県又は市等から現に同様の目的の補助金もしくは交付金
の交付を受けていないことを確約します。
(2) 当社（私）は、秋田市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員又はこ
　れらの者と密接な関係を有する者に該当していないことを確約します。
(3) 当社（私）は現在、訴訟による係争はなく事業運営に支障のないことを確約しま
す。
(4) 当社（私）は現在、法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないこ
[bookmark: _GoBack]とを確約します。
[bookmark: OLE_LINK6][bookmark: OLE_LINK7][bookmark: OLE_LINK2][bookmark: OLE_LINK3][bookmark: OLE_LINK4][bookmark: OLE_LINK5](5) 当社（私）は、補助事業期間中および補助事業期間終了後も、本事業を実施して
いく上で法令を順守することを確約します。
(6) 当社（私）は、補助事業終了翌年度およびそれ以降も、市の求めに応じて事業の
状況を報告することを確約します。




平成２６年度補正予算 創業・第二創業促進補助金【創業】

1

[bookmark: OLE_LINK1]（別紙）

１　応募者の概要
	(1) 社名（屋号）
	

	(2) 代表者（氏名）
	

	(3) 所在地（住所）
	

	(4) 設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	沿革
	






	(5) 資本金（出資金）
	　　　　　　　　　円

	(6) 役員・従業員数
	　　人

	(7) 主たる業種(※)
	

	(8) 事業概要
	







	(9) 直近の売上高
	　　　　　　　　千円（　　　　年　　月期）

	(10) 経営状況
	







	(11) 担当者
	所属部署：
役職・氏名：
電話番号：
E-mailアドレス：


※日本標準産業分類の中分類を記載してください。

２　事業の概要
	事業のテーマ
	

	具体的な取組内容
	

	期待される効果
※労働生産性の向上や従業員の待遇改善等、数値を交え具体的な効果を記載
	

	将来の展望
	

	事業実施体制
	

	スケジュール
	月
	実施内容

	
	　

	



３　事業の収入計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）　
	必要な資金
	金額　　　
	調達の方法
	金額

	設
備
資
金
	設備導入費


工事費
	
	自己資金
	

	
	
	
	金融機関借入金
（調達先：　　　　　　）
	

	
	
	
	その他
（　　　　　　　　　　）
	

	[bookmark: _Hlk224157552]
	小計
	
	
	

	運
転
資
金
	委託費


社員育成費


	
	補助金交付希望額
	

	
	小計
	
	
	

	[bookmark: OLE_LINK21][bookmark: OLE_LINK22]合計
	
	合計
	


※消費税および地方消費税に係る仕入控除額を減額して記入してください。


[bookmark: OLE_LINK23][bookmark: OLE_LINK24]４　経営計画および資金計画

※１　人件費は次の①～③の合計額となります。
①　販売管理費に含まれる人件費（役員報酬、給料手当、法定福利費、福利厚生費、賞与および賞与引当金、退職金および退職給与引当金、雑給等）
②　製造原価に含まれる労務費
③　派遣労働者、短時間労働者の給与を外注費で処理した場合の当該費用
※２　減価償却費は販売管理費に含まれる減価償却費と製造原価に含まれる原価償却費の合計となります。また、リース資産に係るリース費用も減価償却費に算入してください。
※３　伸び率は、直近期末を基準に計算してください。
　　　一人当たりの付加価値額の伸び率が、年平均３％以上となることを目安とします。
※４　従業員数は期末における正規・非正規を含めた実数（役員を含む）を記載してください。

５　労働者一覧
[image: ]
			
image1.emf
（単位　千円）

前期 当期 翌期 翌々期

（　年　月期） （ 年 月期） （ 年 月期） （ 年 月期）

(1)売上高

(2)売上原価

(3)売上総利益(1-2) 0 0 0 0

(4)販売管理費

(5)営業利益(3-4) 0 0 0 0

(6)営業外収益

(7)営業外費用

(8)経常利益(5+6-7) 0 0 0 0

(9)法人税等

(10)当期純利益(8-9) 0 0 0 0

(11)人件費(※１)

(12)減価償却費(※２)

(13)借入金年間返済額

(14)付加価値額

(5+11+12)

伸び率(%)(※３) － #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

(16)一人当たりの

付加価値額(14÷15)

伸び率(%)(※３) － #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!



(15)従業員数(※４)



#DIV/0!

0 0 0 0



#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!


image2.emf
No 氏名 給与形態

年間所定

労働日数

1日の所定

労働時間

年間所定

労働時間

（自動計算）

1ヶ月平均

労働時間

（自動計算）

1週間平均

労働時間

（自動計算）

基本給 手当月額※ 基本給 手当月額※

1 円 円 円

2 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

5 円 円 円

6 円 円 円

7 円 円 円

8 円 円 円

9 円 円 円

10 円 円 円



※手当月額欄には、賃金の判断の対象となるものの合計を記入し、割増賃金（残業）や通勤手当など、対象外となるものは記入しないこと。

　対象となる手当の例：役職手当、資格手当、地域手当、住居手当など



　対象とならない手当の例：結婚手当、賞与（ボーナス）、時間外割増賃金、休日割増賃金、深夜割増賃金、精皆勤手当、通勤手当、家族手当など



賃金引上げ前 引上げ前 引上げ後

引上げ額

（自動計算）

時給換算A

（自動計算）

時給換算B

（自動計算）


